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Ａ．研究目的 

 2009 年の新型インフルエンザ発生の際には我

が国における犠牲者は世界最小で済んだとされて

いるが、その総括においては、1）新型インフルエ

ンザ発生時の行動計画、ガイドラインは用意され

ていたが、病原性の高い鳥インフルエンザ（H5N1）

を念頭に置いたものであったこと、2）行動計画・

ガイドラインは、突然大規模な集団発生が起こる

研究要旨 

 新型インフルエンザ発生時には、病原性・感染力に応じた柔軟な対策をとる必要があり、

このためにはそれらを含めたリスクを評価する必要がある。これまでのところリスク評価

の枠組みは策定されておらず、それらがなければどのような感染防御対策をとるべきか判

断ができず、新型インフルエンザによる影響はもとより、取るべき公衆衛生対策やそれに

よる影響や効果も評価できない。WHOのガイドラインやこれまでのデータ分析よりリス

クアセスメントに有効と思われる指標を設定し、現状の発生動向調査における入院サーベ

イランスのデータ、及び国立病院機構本部が全国 143病院より通常業務として収集してい

るレセプトデータと DPC データを利用してインフルエンザによる医療負荷や重症度評価

を行ったところ、季節性インフルエンザにおけるベースラインを設定して、新型インフル

エンザによるパンデミック発生時のリスクアセスメントを可能とする枠組みを作成でき

ることが示唆された。一方では、発生初期にはまだその重症度も感染性も評価不可能のた

め、多くの疑い例に対する逐次検査確定と臨床情報の収集、それらに対する感染対策に混

乱を来すことが危惧される。迅速な情報収集と対策につなげるために、新型インフルエン

ザ患者の発生早期において、ファックスとウェブを併用する患者情報集約手法を開発し、

一方では、国内患者発生時の医療機関、保健所、検疫所における標準的な感染対策につい

て検討し手引きを作成した。 



状況に対する具体的な提示が乏しかったこと、3）

平成21年2月のガイドラインの改訂から間もない

時期に発生したことから、検疫の実施体制など、

ガイドラインに基づく対策実施方法について、国

及び地方自治体において、事前の準備や調整が十

分でなかったこと、4）パンデミックワクチンの供

給については、国内生産体制の強化を始めたばか

りであり、一度に大量のワクチンを供給できなか

ったこと、5）病原性がそれ程高くない新型インフ

ルエンザに対応して臨時にワクチン接種を行う法

的枠組みが整備されていなかったことを反省点と

して挙げ、全体的な提言として、1）病原性等に応

じた柔軟な対応、2）迅速・合理的な意思決定シス

テム、3）地方との関係と事前準備、4）感染症危

機管理に関わる体制の強化、5）法整備の 5つを行

っている。世界保健機関（WHO）でも同様の議論

があり、WHOは Pandemic Guidanceを改訂した

が、改訂の基本方針は Risk assessmentに基づく

Risk managementである。日本においてもWHO

ガイドラインを踏襲し発生時にリスクアセスメン

トを行って病原性・感染力に応じて柔軟な対策を

とることを基本方針とした。 

 これらを受けて、平成 25年 4月に新型インフル

エンザ等対策特別措置法が施行、また、同年 6 月

に新型インフルエンザ等対策政府行動計画 、及び、

新型インフルエンザ等対策ガイドライン の策定

が行われ、新型インフルエンザ等（新型インフル

エンザ及び新感染症）が発生した場合の新たな対

応方針が示された。 

 本邦において病原性・感染力に応じた柔軟な対

策がとれなかった原因は、1）リスク評価を行うこ

と自体が事前に計画されなかったために、リスク

に応じた対応ができず、あらかじめ決められたガ

イドラインに沿って対応されたこと、2）新型イン

フルエンザ発生時のみのサーベイランスでは過去

の季節性の状況と比較できず、重症度がきちんと

評価できなかったことなどによる。政府の対応方

針では病原性・感染力に応じた適切な対策をとる

ことが謳われているが、現在もパンデミックの際

の疾病重症度や医療機関への影響を適切に評価す

る体制ができていない。また、その評価方法が定

まっていないため、対応方針においては種々の公

衆衛生対策を行うことが計画されているが、それ

らの効果や実行したときの社会への影響も検討さ

れていない。 

 一方、保健医療行政の現場では、対策に必要な

情報を収集するために全数サーベイランスが行わ

れていたが、患者情報の管理のために多大な混乱

が生じた。とりわけ、国内患者発生早期には、全

数報告に伴う情報の収集と報告、検体の移送と検

査結果情報の管理等のため、関係各所に多くの負

担が掛かった。こうした状況は、来るべき新型イ

ンフルエンザパンデミックにおいても再び発生す

ることが懸念される。 

 また、新型インフルエンザに対する感染対策の

あり方など具体的な対応策について、発生時に初

期対応を行う「検疫所」、「保健所」、「医療機関」

の関係者間での統一的な検討は行われておらず、

また、対応訓練の際の感染対策（個人防護具着用）

のレベルはさまざまであり、これらも発生初期の

混乱に拍車をかけたと考えられる。 

 一方では、サーベイランスというものは、臨床

現場からの報告に端を発し、それが地域単位でま

とめられたのち、中央に集約され、解析・評価・

還元されて対策に活かされる。臨床現場からの正

確で迅速な報告が最も重要であるが、新型インフ

ルエンザ発生時、あるいは季節性インフルエンザ

であっても流行極期には臨床現場は非常に多忙で

あり、その報告の負担も考慮する必要がある。  

 本研究の目的は、新型インフルエンザ発生時に、

迅速にリスクアセスメントができることを目標と

して、事前にその枠組みを作成し、必要な

Indicators を設定し、それらを可能にするサーベ

イランス体制を設置しておくことである。また、

地域の保健所、都道府県、厚生労働省との協力に

よって初期の疑い症例データマネージメントシス



テムを開発し、フィールド試験を行っておくこと

により、発生時の迅速な対応と初期評価に役立て

ることをもう一つの目標とし、またその対応時の

感染防御レベルについて一定のコンセンサスを得

ておくことにより、新型インフルエンザ発生時の

適切な感染防御につなげることが可能になるもの

と考える。すなわち、本研究班では、特に初期の

段階でのデータマネージメント、リスク評価、感

染防御手法を一連のものとして事前に準備してお

き、またそれらを使用して事前の体制を構築し、

パンデミック発生時に柔軟で迅速な対応ができる

ように準備しておくこと、そしてパンデミックの

インパクト軽減のために行われる公衆衛生対策の

効果と医療機関への影響を、事前準備の過程で評

価しておくことである。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究では、1）国内における疑い症例の発生か

ら、確定患者数が数百例に達するまでの国内患者

発生早期において、患者情報並びに検体情報を効

率的に集約・管理し、必要な関係者間で適切に情

報共有しうる体制の確立（初期症例情報共有シス

テム）、2）新型インフルエンザ等が発生した際に

検疫所、保健所、医療機関の初期対応時の感染対

策について検討し、手引きを作成する（初期感染

対策の手引き）、3）現状の感染症法に基づく感染

症発生動向調査データの評価においてリスクアセ

スメントを行うことの可能性、制限等を検討し、

リスクアセスメントに必要な指標を考案すること

（発生動向調査データの検討）、4）国立病院機構

本部情報分析部が保有する診療情報分析システム

から、リスクアセスメントに供することができる

データを整備して抽出するメカニズムを構築する

こと（国立病院機構診療情報データベース）、5）

抽出されたデータ分析からリスクアセスメントお

よび公衆衛生対策の影響と効果に資することので

きる指標を算出して、新型インフルエンザ発生時

に使用できるベースラインを設定しておくこと

（リスクアセスメントのための指標の検討）の 5

つのサブテーマで検討を行った。それぞれ、1）奥

村研究分担者、2）田辺分担研究者、3）松井分担

研究者、4）堀口分担研究者、5）谷口分担研究者

が主導した。 

B-1）初期症例情報共有システム 

 まず、感染症対応に当たる病院や地方自治体、

厚労省健康局結核感染症課等における関係者間で

の議論を行い、求められる情報収集体制の具体化

を図ったのち、実際の健康危機時に使用しうる水

準の症例情報収集システムのプロトタイプを作成

し、関係者間へのデモを通じて同システムに求め

られる機能やユーザーインタフェース等に関する

探索的な検討を行った。このプロトタイプの構築

費用自体は、厚労省医政局結核感染症課の事業と

して別途行われたものであり、実用水準のプロト

タイプを厚労省の資産として保有し、万が一の緊

急時にも実戦投入が可能な形となっている。最後

に、我が国の感染症対策にあたる関係者の協力を

仰ぎ、新型インフルエンザの対策推進本部や県庁、

保健所等を模した環境でのシミュレーションを実

施し、提案の実用性を検証すると共に改善に向け

た課題の整理を行った。 

B-2）初期感染対策の手引き 

 研究代表者、分担研究者のほか、検疫所、保健

所、感染症指定医療機関、感染管理認定看護師か

らなる分担研究グループを形成し、現行マニュア

ル、各種訓練資料、WHO ガイドライン（WHO 

Guidelines: Infection prevention and control of 

epidemic- and pandemic-prone acute 

respiratory infections in health care）等をもとに、

初期対応時の感染対策について検討し、手引きを

作成した。 

B-3）発生動向調査データの検討 

 基幹定点医療機関のうちの一部の協力が得られ

る医療機関において、医療への負荷に焦点をしぼ

って、現在のインフルエンザ入院サーベイランス

情報に付加して収集すべき情報項目の洗い出しと、



この情報収集における課題を検討した。また、感

染症発生動向調査事業により基幹定点医療機関か

ら収集されているインフルエンザ入院サーベイラ

ンスデータにおいて、インフルエンザ入院サーベ

イランスに報告のあった医療機関をリスト化し、

国立病院機構に所属する医療機関とそれ以外の医

療機関とに分けて、それぞれの特性を検討し、国

立病院機構全体から得られるデータを感染症発生

動向調査と合わせて解釈するうえでの基礎的なデ

ータとした。 

B-4）国立病院機構診療情報データベース 

 国立病院機構本部総合研究センター診療情報分

析部にて収集されている、診療情報分析システム

（MIA）において、診療情報に関わる二次データ

（レセプトデータ、DPC データ）の整理を行い、

解析に必要なデータを抽出した。また、今後デー

タ抽出と解析をプロスペクティブに調査する場合

のMIAの限界と状況について、実際にMIAを利

用し、別業務で行われている１ヶ月単位の報告が、

どのようなスケジュールで実現できているかにつ

いて調査を行った。 

B-5）リスクアセスメントのための指標の検討 

 WHO の提唱するインフルエンザ重症度評価の

ための指標、これまでの発生動向調査データ、パ

ンデミック 2009 の経験などから候補となる指標

を設定し、研究班内での議論ののち、B-4 にて抽

出されたデータを使用して、流行の指標としてイ

ンフルエンザ外来受診者数、総受診患者数に占め

るインフルエンザ患者の割合、医療機関への影響

の指標として総外来受診者数、時間外外来受診者

数とそれに占めるインフルエンザ患者の割合、イ

ンフルエンザ患者の新入院患者に占める割合、イ

ンフルエンザ患者による病床占有率、インフルエ

ンザの重症度の指標として入院患者における年齢

群別分布、基礎疾患、酸素療法施行数、人工呼吸

施行数、頭部CT施行数などを時系列的に解析し、

実際の流行状況と比較検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

 システムの開発やその実用性の検討、感染対策

手引きの作成については倫理的な問題は該当しな

い。国立病院機構診療情報分析システムから抽出

したデータは、すべて個人情報を含まない集計デ

ータを用いるため、倫理的な問題は発生しない。

また、データの使用に関しては、国立病院機構三

重病院倫理審査委員会の承認を受けている。 

 

Ｃ．研究結果 

C-1）初期症例情報共有システム 

 ソフトウェア工学上の「アジャイル開発」手法

を用い、関係者との 10回程の会議を行い、システ

ムへの要望の明確化を行った。また、構築したプ

ロトタイプのデモを繰り返し、関係者より改良希

望の持続的な聴取を行った。この後システムの開

発を行い、実用性の検証としては、2015 年 1 月

21日に、国立感染症研究所にて保健所、空港検疫

所、県庁、地方衛生研究所、感染研、厚生労働省

対策推進本部を模した環境を構築し、実際に感染

症の対応に当たる関係者の協力のもと患者発生シ

ミュレーションを行った。シミュレーションでは、

提案手法における様々な課題が明らかとなり、送

付したファックスの確認手段の必要性や、各自治

体で構築している報告ルートとの干渉の問題等に

加えて、シミュレーションそのものの実施手順に

ついても課題が生じた。一方で、国内の新型イン

フルエンザ患者の発生早期においてファックスと

ウェブを併用することで出来る限り現場に負担を

かけずに全国的に統一した形で患者情報を集約す

る方向性については、今後の検証を進める価値が

あるという関係者間のコンセンサスを得ることが

出来た。 

C-2）初期感染対策の手引き 

 急性呼吸器感染症発生時の感染対策について感

染対策の基本となる「標準予防策」「感染経路別予

防策」、及び「個人防護具」についてまとめ、防護

具の着脱手順例を示した。また、WHO ガイドラ



インをもとに、急性呼吸器感染症の患者に接する

際の感染対策を整理した。「季節性インフルエンザ」

や「パンデミックインフルエンザ（季節性相当の

場合）」は「標準予防策＋飛沫予防策」、「鳥インフ

ルエンザ」や「SARS」の場合は「標準予防策＋

飛沫予防策＋接触予防策」、「新興急性呼吸器感染

症（新感染症）」の場合は状況や感染経路が明確に

なるまでの間は「標準予防策＋空気予防策＋接触

予防策」を実施する。新型インフルエンザ等に対

する感染対策は、発生当初は、臨床状況（罹患率・

致命率等）、感染経路とも不明であることが多いと

考えられるため、WHO ガイドラインの新興呼吸

器感染症（novel ARI）に準じた対応（標準予防策・

空気予防策・接触予防策）を行い、状況が判明次

第、季節性インフルエンザ類似の対応（標準予防

策・飛沫予防策）、あるいは、鳥インフルエンザ類

似の対応（標準予防策・飛沫予防策・接触予防策）

へ対応レベルを下げる方策が想定され、また搬送

する際には、患者収容部分で患者の観察や医療に

あたる者は、診察時と同様の防護具を着用、また、

新型インフルエンザ等の濃厚接触者に対しては、

「標準予防策＋飛沫予防策（あるいは空気予防策）」

を基本とした。これらをグループ会議にて検討し、

最終的に手引き（案）を作成した。 

C-3）発生動向調査データの検討 

 地域の異なる 4 基幹定点医療機関から 2015 年

第 1週（2014年 12月 29日～2015年 1月 4日）

から第 10週（2015年 3月 2日～3月 8日）まで

の外来・入院におけるインフルエンザ患者数と、1

週間あたりの看護師・医師等におけるインフルエ

ンザ患者数について、2014年と 2015年のデータ

を比較したところ、2014年は 2015年と比較して

医療負荷が大きかったことが推測された。また、

インフルエンザによる人工呼吸器使用数、ICUの

入室数はごく少数で、これは季節性インフルエン

ザにおける医療負荷のベースラインとして使用で

きる可能性が考えられた。 

 インフルエンザ入院サーベイランスは全国約

500 の基幹定点医療機関から報告されるが、国立

病院機構に属する 143の医療機関のうち、基幹定

点に含まれる医療機関（以下、国立病院機構）は

25 医療機関(約 5%)であった。2011/12～2013/14

シーズンの 3 シーズンにおける入院サーベイラン

スの全報告数（ゼロ報告を除く）で、国立病院機

構は全体の 4.8％を占めており、医療機関数に準じ

ていることが示された。また、それぞれの総報告

数の比を期待値としたカイ二乗検定からは、ICU

利用、人工呼吸器利用、CT/MRI 利用、脳波利用

のいずれにおいても有意差は認められなかった。 

C-4）国立病院機構診療情報データベース 

 本年度はデータベースの整理とともに抽出アル

ゴリズムの設定を行い、2012/13、2013/14シーズ

ンのデータを抽出することができた。国立病院機

構の診療情報は通常業務として行われているが、

MIAを利用し、別業務で行われている１ヶ月単位

の報告が、どのようなスケジュールで実現できて

いるかを検討したところ、データ収集期間終了後

おおむね 40 日前後で分析を完了することが出来

ており、その月の初日のデータについてはおおむ

ね 70日後に結果がわかると言うことが判明した。

現状インフルエンザの調査においても、特段別の

条件があるわけでは無いため、同様のタイムラグ

が必要となってくることが予想された。 

C-5）リスクアセスメントのための指標の検討 

 C-4においての成果に基づき、今年度は 2012/13、

2013/14 シーズンのデータが解析可能となった。

データは発生動向調査の調査日付枠と同様の疫学

週にて集計を行い、全国レベルと全国を地域的に

6 つに分けたブロックにて解析を行った。一般外

来を受診する患者のうち、インフルエンザと診断

された患者数は明瞭な季節性変動を描き、ピーク

時で 6,000-7,000 人、外来患者数に占める割合は

最大で 4％であったが、年末の医療機関休診時に

は 10％を超えていた。一方、時間外受診者数をみ

ると冬季には増加傾向にあり、年末年始は 12,000

人を超えることもあった。これらのうちインフル



エンザ患者の占める割合は、最大で 35％であった。

インフルエンザによる病床占有率は、平均 2.9％、

最大で 7.8％であった。毎日の総新入院患者数は

3,000-4,000人で、冬季に高い傾向があり、これに

占めるインフルエンザ患者の割合は最大で 10％

を超えており、流行極期にはインフルエンザ入院

が他の入院患者を圧迫していることが推測された。

また、総退院患者数、インフルエンザ退院患者数、

インフルエンザ死亡退院患者数の解析よりインフ

ルエンザ入院患者における月毎の死亡比率を算出

してみると平均 7.2％、最大では 14.1％であった。 

 入院例のラインリスティングにより入院例の疫

学的背景を検討した。2012/13、2013/14シーズン

中には、全体で 8906 名のインフルエンザ確定の

入院例があり、年齢群別には 0-4歳が 38％と最も

多く、おおむね半数が小児科領域の入院であった

一方、65 歳以上が 36％を占め、小児および高齢

者が入院例の大半を占めていた。一方、入院例の

基礎疾患をみると、入院例の多くは基礎疾患をも

っており、喘息を含む呼吸器疾患は全入院の

36.8％を占め、これは全年齢に渡って 20％以上で

あったが、高齢者では高血圧を除く心血管疾患が

40％前後であった。 

 重症度の評価の目的において、酸素療法、

NPPV(非侵襲的陽圧換気療法）、人工呼吸器療法

が算定されている症例数を検討したところ、酸素

療法は 10-20 歳代では少ないものの、0-4 歳、60

歳代以上では症例の 40％を超えていた。NPPVは

全体の 0.18％、人工呼吸は 2.47％であった。 

 

Ｄ．考察 

 2009 年の A/H1N1pdm09 によるパンデミック

により、これまでの世界、あるいは日本における

新型インフルエンザ対策に多くの知見と教訓を得

た。WHOはパンデミックガイドラインを改定し、

本邦においても新型インフルエンザ等対策特別措

置法が施行、また、新型インフルエンザ等対策政

府行動計画 、及び新型インフルエンザ等対策ガイ

ドラインの策定が行われ、新型インフルエンザ等

（新型インフルエンザ及び新感染症）が発生した

場合の新たな対応方針が示された。本研究班はこ

れらの方針に従い、重症度に応じた柔軟な対策が

とれるように、新型インフルエンザ発生時に、発

生初期の症例情報マネージメント体制の改善、感

染対策の標準化、そしてリスクアセスメントが可

能となるようなサーベイランスの枠組みとそれに

よる公衆衛生対策の影響と効果を検討するために

構成された。 

 奥村研究分担者は、「国内における感染者の発生

の状況、動向及び原因の情報収集」に向け、国内

患者発生初期において典型例や重症例などを数百

例に限定して詳細な情報収集を行なうことを目標

とした。その上で、保健所や空港検疫所は必要最

小限の情報をファックスやウェブにて対策推進本

部に送信し、詳細情報については対策推進本部側

で必要な入力を行い関係各所で共有する手法の確

立と有用性の実証を目指した。開発されたプロト

タイプのシステムを使用して、実際の感染症対応

に即した環境にてプロトタイプの検証を行ったこ

とで、いくつもの課題が明らかとなり、今後の方

向性を示すことができ、また、新型インフルエン

ザが発生した際に直ちに使用できる環境も準備で

きつつある。 

 田辺研究分担者は、2014 年 4 月に改訂された

WHO ガイドラインを参考に「新型インフルエン

ザ等」の初期対応を想定した手引きを作成した。

しかしながら、新型インフルエンザ等の未発生期

の段階で作成したものであるため、実際に新型イ

ンフルエンザ等が発生した際には、本研究班の他

のサブテーマでも検討されている、初期の症例情

報マネージメントや感染症法に基づく発生動向調

査、そして国立病院機構のデータから導かれるデ

ータなどから、そのリスクアセスメントを行い、

発生した感染症に応じた対応を行う必要がある。 

 松井分担研究者、堀口分担研究者、谷口分担研

究者は、新型インフルエンザが発生した際に、そ



の重症度とインパクトに応じた対応を行うための

リスクアセスメント手法の開発に取り組んだ。ま

ず、現行のインフルエンザの定点サーベイランス

と入院サーベイランスのデータ、パンデミック

2009の経験、WHOが新型インフルエンザへの対

応ガイドラインとして発表している「Pandemic 

Influenza Risk Management WHO Interim 

Guidance」において、core severity indicatorsを

検討し、国立病院機構の診療情報分析システムか

ら利用可能なデータを勘案して、リスクアセスメ

ントのために候補となる指標を設定した。現行の

感染症法に基づくインフルエンザ入院サーベイラ

ンスのデータとそれらを報告している基幹医療機

関定点の協力によって現状の医療機関へのインフ

ルエンザの影響を検討するとともに、国立病院機

構におけるデータと現状の基幹医療機関でのデー

タとの特性を比較した。国立病院機構診療情報に

おけるデータと基幹医療機関でのデータ特性には

大きな偏りはなく、いずれも代表性に関して大き

な問題はないことが示唆された。 

 国立病院機構本部で全国 143病院から収集され

ているレセプトデータ、DPCデータを利用したリ

スク評価が計画されたが、これらはもとより、サ

ーベイランス目的ではないため、これらからイン

フルエンザのリスクアセスメントが可能となる指

標を算出するために、堀口らは多大な作業と検討

を行い、抽出方法を策定し、本年度は 2012/13、

2013/14 シーズンのデータを抽出することが可能

となった。このデータ解析により、毎日の、ある

いは週単位でのインフルエンザの外来受診状況、

入院状況、病床占有率、重症度などを分母付きの

データとして検討することが可能であることが示

された。これらより、2012/13、2013/14シーズン

の季節性インフルエンザによる医療機関へのイン

パクトや重症度を検討したところ、毎年の季節性

インフルエンザにおいても、外来受診者数の増加

や時間外受診者数の増加や病床占有率において、

医療機関へは一定のインパクト（負担の増加）が

あることが示された。また、入院者における酸素

療法の頻度は高いものの、人工呼吸療法を施行さ

れた例は多くなく、これは国立病院機構のデータ

でも基幹医療機関のデータでも同様であり、季節

性インフルエンザの重症度のベースラインとして

使用できることも確認された。インフルエンザに

よる受診者数や入院数は、これまでに示された分

子のみの報告によるサーベイランスデータと同様

の傾向が認められたが、これらは分母を確定した

上での評価であることが大きな違いである。また、

サーベイランスには、医療機関からの報告、保健

所での集計・入力、解析などのプロセスが必要に

なるが、季節性インフルエンザの流行期や新型イ

ンフルエンザ発生時などは、医療機関現場は非常

に多忙な状況での報告が求められる。一方では、

国立病院機構の診療情報は、業務の一環として行

われているものであるため、医療現場の医師には

新たな負担は発生しないことは重要な点である。

しかしながら、基本的にレセプト情報であるため

収集間隔が 1 ヶ月程度あり、またレセプトデータ

としての制限も認められた。 

 新型インフルエンザが発生した場合には、当初

は多数の疑い例が出現し、その検査確定が要求さ

れるために、2009年のパンデミックの際には医療

機関や保健医療行政の現場にはかなり混乱がみら

れた。またその重症度が評価できなかったために、

過剰な感染対策、公衆衛生対策も行われたため、

その混乱には拍車がかけられた。これらのことか

ら、新型インフルエンザ発生初期には、疑い例の

逐次検査確定と臨床情報の収集、それらに対する

感染対策と隔離などの公衆衛生対策、そして全体

としての発生した新型インフルエンザのリスクア

セスメントを一連のものとして行う必要があり、

その意味で本研究班は right track にあると考え

られる。 

 今後は、初期症例情報共有システムの検討をさ

らに進めて、実際の発生時に実用可能なレベルま

で完成度を上げていくこと、感染対策の手引きを



revise していくとともに、環境消毒など派生する

初期対応上の他の課題について検討を進めていく

こと、また国立病院機構の診療情報分析システム

のデータマネージメント方法を改善していくとと

もに、その分析できるデータを拡張し、より短い

タイムスパンでの情報収集の可能性を検討してい

く必要がある。また、これらが可能となった後に

公衆衛生対策による影響を検討していく必要があ

り、来年度以降の検討課題とした。 

 

Ｅ．結論 

 国内の新型インフルエンザ患者の発生早期にお

いてファックスとウェブを併用することで全国的

に統一した形で患者情報を集約する手法について

プロトタイプを検証し、医療機関、検疫所、保健

所における標準的な感染防御対策の手引きを作成

することができた。また、国立病院機構がその業

務として収集しているレセプトデータおよび

DPCデータは、研究用データベースとして整備す

ることによって、インフルエンザの重症度、医療

機関への負荷を評価できることが示唆され、これ

らはパンデミック発生時の公衆衛生的対策の社会

的影響の予測及び対策の効果を評価するに当たっ

ての基礎データおよび指標として用いることがで

きると考えられた。 
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